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（１）実施目的

次期青森県環境計画の策定にあたっての基礎調査の一環として、

県民の環境に対する評価や関心、環境問題に対する考え方や環境

配慮のための取組状況などを把握することによって本県の環境保

全における課題や施策の方向性を明らかにし、新たに策定する計

画に反映させるため、県民を対象とするアンケートを実施しまし

た。

資料編

（２）実施方法

① 調査地域 県全域

② 調査対象 県内に居住する満18歳以上の者2,000人

③ 抽出方法 住民基本台帳からの無作為抽出

④ 調査方法 郵送法（配付、回収ともに郵送による）

⑤ 調査期間 2022(令和４)年７～８月

（３）調査内容

① 青森県における環境の特徴(本県において誇れる環境の特徴)

② 環境問題に対する関心度

③ 環境に関する情報に対する関心度や入手方法

④ ご自身の環境へ配慮した行動

⑤ 本県の環境保全に係る取組や状態の「重要度」と「充足度」

⑥ 自然との共生、脱炭素・循環型社会の形成に向けての取組む

べき内容

⑦ 環境問題に関するご意見

（４）アンケートの回収結果

① 回収状況

標本数 総回収数
無効

(白紙回答)
有効
回答数

有効回答数

1,982 873 0 873 44.05％

② 回答者属性

18歳～
20歳代

30歳代 40歳代 50歳代 60歳代
70歳代
以上

無回答

62人
(7.1％)

90人
(10.3％)

153人
(17.5％)

190人
(21.8％)

198人
(22.7％)

170人
(19.5％)

10人
(1.1％)

【居住地域】

東青
地域

中南
地域

三八
地域

西北
地域

上北
地域

下北
地域

無回答

235人
(26.9％)

175人
(20.1％)

192人
(22.0％)

84人
(9.6％)

124人
(14.2％)

51人
(5.8％)

12人
(1.4％)

【年代】
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① 青森県における環境の特徴(本県において誇れる環境の特徴)

資料編

青森県の環境イメージや誇れる環境の特徴は、「郷土色豊かな祭りや行事」、「きれいな空気、おいしい水」、「水産物など恵み豊か
な海」であると感じている県民が最も多くなっています。（過去３回の調査でも上位３項目変化なし）

（５）調査結果概要

47.0%

39.2%

35.5%

28.2%

24.7%

21.1%

17.2%

15.1%

12.8%

12.1%

10.7%

10.1%

9.4%

2.3%

0.9%

0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

郷土色豊かな祭りや行事

きれいな空気、おいしい水

水産物など恵み豊かな海

特色ある農産物

雪のある風景

きれいな川や海・湖沼

美しい山並み

山菜などが豊富な山林

文化財や歴史的文化環境

広々とした田園

農・山・漁村の風景

変化に富んだ海岸

天然林が保たれた森林

身近な豊かな生きもの

美しい町並み

その他

N=873

図１ 青森県の環境のイメージや特徴（３つまでの複数回答）
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② 環境問題に対する関心度

資料編

（５）調査結果概要

N=873

「地球温暖化などの地球環境問題」に対する関心が高まっており、過去３回の調査で初めて関心度が１位となりました。
（前々回：４位、前回：３位、今回：１位）
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55.9 

50.4 

43.4 

56.1 

54.1 

41.5 

42.0 
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地球温暖化などの地球環境問題

廃棄物の不適正処理、不法投棄

川・海・湖沼などの水質汚濁

使い捨て商品の使用や電気・ガスの無駄…

大気汚染

身近な場所での自然の減少

自然環境の保全や貴重な動植物の減少

ダイオキシン類などの有害化学物質による環境汚染

悪臭

騒音・振動

地盤沈下

海洋の汚染

廃棄物の適正処理、再利用及びリサイクル

非常に関心がある ある程度関心がある あまり関心が無い 関心が無い わからない 無回答

使い捨て商品の使用や電気・ガスの無駄づかいなど、
資源やエネルギー利用の問題

図２ 環境問題に対する関心度



41.2 

36.4 

28.4 

40.4 

19.7 

20.8 

19.5 

9.6 

13.1 

8.7 

7.0 

50.4 

52.3 

60.0 

45.5 

56.0 

53.2 

51.8 

47.7 

42.7 

44.0 

39.1 

5.3 

8.0 

7.9 

10.4 

19.4 

21.1 

23.7 

35.2 

37.0 

38.3 

44.7 

1.0 

0.7 

1.3 

1.4 

2.3 

2.3 

2.1 

4.0 

4.5 

6.4 

6.5 

2.1 

2.5 

2.4 

2.3 

2.6 

2.6 

3.0 

3.6 

2.7 

2.6 

2.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

環境問題（地球温暖化、水・大気汚染、廃棄物の不法投棄等）が生…

生活排水やごみの排出、エネルギーの消費など、日常生活が環境に…

水や空気のきれいさなど地域の環境の現状に関する情報

地球温暖化や酸性雨など地球環境問題の要因や現状に関する情報

普段の生活の中で環境に配慮した取組を行うための方法に関する情報

省エネルギー・再生可能エネルギー設備導入などに対する各種支援…

環境にやさしい商品や環境に配慮した取組を行う店舗などの情報

環境関連の本や映像などの情報

開発計画に関する情報

地域の環境保全活動に関する情報（どのような団体がどのような活…

講演会や自然とふれあえる施設・イベントなどの情報

非常に関心がある ある程度関心がある あまり関心がない 全く関心がない 無回答
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③－１ 環境に関する情報に対する関心度

資料編

「環境問題が生活に及ぼす影響」、「日常生活が環境に及ぼす影響」、「水や空気のきれいさなど地の環境の現状」に対する関心
が高くなっています。（過去３回の調査でも上位３項目変化なし）

（５）調査結果概要

環境問題（地球温暖化、水・大気汚染、廃棄物の不法投棄等）
が生活に及ぼす影響に関する情報

生活排水やごみの排出、エネルギー消費など、
日常生活が環境に及ぼす影響に関する情報

省エネルギー・再生可能エネルギー設備導入など
に対する各種支援制度の情報

N=873

図３-1 環境問題に対する関心度

地域の環境保全活動に関する情報
（どのような団体がどのような活動をしているなど）



79.0%

64.8%

39.7%

25.7%

25.4%

14.8%

4.4%

1.8%

1.0%

0.5%

6.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ラジオ・テレビ

新聞・雑誌（紙媒体のみ）

県や自治体が配布している広報紙、パンフレットなどの紙媒体

ツイッター、フェイスブックなどの、ユーチューブなどのインター…

職場・友人・家族

ホームページ（電子版の新聞、ニュースサイトを含む。）メールマ…

環境団体が配布している広報紙、パンフレットなどの紙媒体

フリーペーパー、フリーマガジン

セミナー、講演会など

その他

特に情報を得ていない

ホームページ（電子版の新聞、ニュースサイトを含む。）、
メールマガジン
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③－２ 環境に関する情報の入手方法

資料編

（５）調査結果概要

N=873

図３-２ 環境に関する情報の入手方法（３つまでの複数回答）

ツイッター、フェイスブック、ユーチューブなどの
ソーシャル・ネットワーキング・サービス

環境に関する情報の入手方法は、「ラジオ・テレビ」が多くなっています。（過去３回の調査でも１位）
なお、「ソーシャル・ネットワーキング・サービス」については、前回調査から３倍以上増加しました。
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2.6
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25.0
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15.0

21.9

15.3
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11.1
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27.7

26.5

11.6

24.3

14.0

29.0

18.8

33.3

17.9

21.0

23.1

25.4

4.0

18.0

7.8

42.1

22.2

21.4

1.2

1.4

1.4

0.5

0.9

2.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ラジオ・テレビ

新聞・雑誌（紙媒体のみ）

県や自治体が配布している広報紙、パンフレットなどの紙媒体

ツイッター、フェイスブックなどの、ユーチューブなどのインターネッ…

職場・友人・家族

ホームページ（電子版の新聞、ニュースサイトを含む。）メールマガジン

環境団体が配布している広報紙、パンフレットなどの紙媒体

フリーペーパー、フリーマガジン

セミナー、講演会など

その他

特に情報を得ていない

18～20歳代 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上 無回答
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（参考）環境に関する情報の入手方法（年代別割合）
30代以下の若年層では、ソーシャル・ネットワーキング・サービスにより情報を入手している割合が高くなっています。

資料編

（５）調査結果概要

(690)

(566)

(347)

(224)

(222)

(129)

(38)

(16)

(9)

(4)

(56)

図３-３ 環境に関する情報の入手方法（年代別割合）

ホームページ（電子版の新聞、ニュースサイトを含む。）、
メールマガジン

ツイッター、フェイスブック、ユーチューブなどの
ソーシャル・ネットワーキング・サービス



53.6

22.3

15.6

6.9

88.1

71.7

49.9

12.4

9.6

34.4

37.3

30.1

8.5

7.8

19.2

28.1

37.2

13.2

8.7

17.8

29.0

16.5

1.3

5.3

10.9

30.4

26.4

2.1

9.2

16.5

30.4

0.3

1.2

5.3

15.0

23.7

0.1

4.9

5.0

33.7

0.7

0.6

3.2
2.5

22.7

1.2

8.5

3.8

4.1

1.8

2.1

2.6

2.5

4.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

使わない部屋の電気を消すなど節電を心掛けている

自動車の省エネ運転を心掛けている

省エネタイプの家電製品やエコマークのついた商品など、環境にや…

外出の際には、なるべく自家用車を使わず、徒歩、自転車や電車な…

ごみのポイ捨てをしないようにしている

古紙、缶、ビン、プラスチックなどは分別して、資源ごみとして出…

マイバックやマイボトルを持ち歩いている

使い捨て製品は使わないようにするなど日常生活においてできるだ…

リサイクルショップを利用したり、不用品をフリーマーケットなど…

いつも行っている だいたい行っている 時々は行っている あまり行っていない 行っていない 無回答

外出の際には、なるべく自家用車を使わず、
徒歩、自転車や電車などの公共交通機関を利用している
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④－１ 環境へ配慮した行動（脱炭素関係、循環関係）

資料編

脱炭素関係では、８割以上の県民が「節電」を実践していますが、「外出時の公共交通機関の活用」は限定的となっています。
循環関係では、９割以上の県民が「ごみのポイ捨てをしない」、「ごみの分別」を実践しています。

（５）調査結果概要

N=873

図４-1 環境へ配慮した行動（脱炭素関係、循環関係）

脱
炭
素
関
係

循
環
関
係

使い捨て製品は使わないようにするなど
日常生活においてできるだけごみを出さないようにしている

省エネタイプの家電製品やエコマークのついた商品など、
環境にやさしい商品を購入するようにしている

古紙、缶、ビン、プラスチックなどは分別して、
資源ごみとして出している

リサイクルショップを利用したり、
不用品をフリーマーケットなどにまわしている
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3.7

10.8

5.8

6.6

9.6

10.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

台所の排水に油や生ごみを流さないようにしている

入浴、洗面、食器洗いなどの際に節水を心掛けている

地域で採れる食材や建材などを利用している

講習会等で得た環境保全に関することは、実践するようにしている

環境に対してよいと思うことを知人や友人に伝えたり広めたりしてい

る

地域における環境保全のための取組に参加している（緑化、美化、自

然保護、リサイクル、省エネイベントなど）

企業が作成している環境報告書などで企業の環境保全への取組を

チェックしている

企業の環境保全の取組を促進するような金融商品（エコファンドな

ど）を利用している

いつも行っている だいたい行っている 時々は行っている あまり行っていない 行っていない 無回答

１ 次期青森県環境計画策定に係る「環境に関する県民アンケート調査」
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④－２ 環境へ配慮した行動（自然環境への配慮等）

資料編

県民の６割以上が「生活排水への配慮」や「節水」といった水環境への配慮行動を実践しています。
日常生活以外にプラスした環境配慮行動（環境関係のイベントへの参加等）はあまり実践されていません。

（５）調査結果概要

N=873

図４-２ 環境へ配慮した行動①
（脱炭素関係、循環関係）

環境に対してよいと思うことを
知人や友人に伝えたり広めたりしている

地域における環境保全のための取組に参加している
（緑化、美化、自然保護、リサイクル、省エネイベントなど）

企業が作成している環境報告書などで
企業の環境保全への取組をチェックしている

企業の環境保全の取組を促進するような金融商品
（エコファンドなど）を利用している
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⑤－１ 環境保全に係る取組や状態の「重要度」（脱炭素、循環、生活環境）

資料編

県民の約８割が、生活に関連する環境（ごみ、大気、地盤沈下、土壌汚染、騒音・振動等）に関して重要であると考えて
います。

（５）調査結果概要

N=873

図５-１ 本県の環境保全に係る取組や状態の重要度①（脱炭素関係、循環関係、生活環境関係）

51.2

47.0

63.8

55.4

52.9
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0.6

0.6

0.6

0.3

1.3
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1.4

0.0

0.5

0.1

0.0

0.0

0.1

0.6

0.0

0.3

0.2
0.1

0.2

5.0

5.7

3.7

3.3

6.1

7.0

4.7

5.3
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6.4

8.1

10.3

10.5

10.9

2.7

3.2

3.0

2.5

3.1

3.4

3.0

2.7

3.2

2.9

3.1

3.2

3.0

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

家庭や事業所における節電などにつながる省エネルギーの取組

太陽光や風力などの再生可能エネルギーの開発と利用

不法投棄や空き缶等の散乱ごみのない環境の維持

家庭における一般廃棄物の減量、再利用、リサイクル

事業所における産業廃棄物の減量、再利用、リサイクル

災害発生時に発生した廃棄物が適正に処理される体制の整備

良好な大気環境

地盤沈下や土壌汚染のない生活環境

不快な騒音・振動のない生活環境

人の健康や生態系に有害な化学物質の適切な管理と実態把握

オゾン層の保護と酸性雨の実態及び影響の把握

開発事業の実施に伴う事前の環境影響評価

原子力関連施設に係る環境放射線等モニタリングの適切な実施

公害苦情や公害紛争に対する適切かつ迅速な対応

重要である やや重要である どちらともいえない あまり重要ではない 重要でない わからない 無回答

脱
炭
素
関
係

循
環
関
係

生
活
環
境
関
係
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⑤－２ 環境保全に係る取組や状態の「重要度」（自然環境、環境教育）

資料編

県民の約８割以上が、「水資源」や「森林」といった自然環境に関して重要であると考えています。
なお、「山・川・海へと循環していく良質な水資源」については、過去３回の調査でも重要度が１番高い結果となっています。

（５）調査結果概要

N=873

図５-２ 本県の環境保全に係る取組や状態の重要度②（自然環境関係、環境教育関係）
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45.6

42.4

40.1

39.7

38.5
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0.2
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3.0

3.4

3.0

3.1

3.3

3.1

3.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

山・川・海へと循環していく良質な水質源

洪水緩和、水資源の貯留など多面的な機能を有する森林の保護と活用

世界自然遺産白神山地の自然の保護と活用

県立自然公園などの優れた自然環境の保護

身近な生きものが育まれ、自然とふれあえる里地里山や農地の保護

青森の歴史と風土が感じられる景観との保全と形成

歴史的・文化的遺産の保護と活用

多様な野生植物の生息・生息環境の保護

温泉の適正な利用による温泉資源の保護

環境情報の提供と地域における環境保全活動や環境教育・学習

自ら進んで環境問題に取り組む人財の育成

県民や事業者の環境にやさしい取組を誘引する仕組みや環境づくり

重要である やや重要である どちらともいえない あまり重要ではない 重要でない わからない 無回答
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32.6
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7.4
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9.5

9.0

9.6

11.2

5.3

4.5

3.3

4.5

14.9

4.4

4.5

4.8

2.7

4.5

5.4

5.2

3.1

6.1

17.2

14.2

7.8

19.7

9.6

27.8

10.3

7.6

14.0

21.2

18.1

26.5

28.4

23.8

5.0

5.0

4.4

4.7

4.1

4.7

4.5

4.1

4.6

4.5

4.6

4.9

4.9

4.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

太陽光や風力などの再生可能エネルギーの開発と利用

家庭や事業所における節電などにつながる省エネルギーの取組

家庭における一般廃棄物の減量、再利用、リサイクル

事業所における産業廃棄物の減量、再利用、リサイクル

不法投棄や空き缶等の散乱ごみのない環境の維持

災害発生時に発生した廃棄物が適正に処理される体制の整備

良好な大気環境

不快な騒音・振動のない生活環境

地盤沈下や土壌汚染のない生活環境

原子力関連施設に係る環境放射線等モニタリングの適切な実施

人の健康や生態系に有害な化学物質の適切な管理と実態把握

開発事業の実施に伴う事前の環境影響評価

公害苦情や公害紛争に対する適切かつ迅速な対応

オゾン層の保護と酸性雨の実態及び影響の把握

満たされている やや満たされている どちらともいえない あまり満たされていない 満たされていない わからない 無回答
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⑤－３ 環境保全に係る取組や状態の「充足度」（脱炭素、循環、生活環境）

資料編

「家庭における３R」、「良好な大気環境」などの生活環境について、充足度が高くなっています。

（５）調査結果概要

N=873

図５-３ 本県の環境保全に係る取組や状態の充足度①（脱炭素関係、循環関係、生活環境関係）
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4.4

4.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

山・川・海へと循環していく良質な水質源

県立自然公園などの優れた自然環境の保護

世界自然遺産白神山地の自然の保護と活用

歴史的・文化的遺産の保護と活用

温泉の適正な利用による温泉資源の保護

青森の歴史と風土が感じられる景観との保全と形成

洪水緩和、水資源の貯留など多面的な機能を有する森林の保護と活用

身近な生きものが育まれ、自然とふれあえる里地里山や農地の保護

多様な野生植物の生息・生息環境の保護

環境情報の提供と地域における環境保全活動や環境教育・学習

県民や事業者の環境にやさしい取組を誘引する仕組みや環境づくり

自ら進んで環境問題に取り組む人財の育成

満たされている やや満たされている どちらともいえない あまり満たされていない 満たされていない わからない 無回答
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12

⑤－４ 環境保全に係る取組や状態の「充足度」（自然環境、環境教育）

資料編

「良質な水資源」などの自然環境について、充足度が高くなっています。
「環境教育」に関する充足度が低くなっています。

（５）調査結果概要

N=873

図５-４ 本県の環境保全に係る取組や状態の充足度②（自然環境関係、環境教育関係）
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49.4%

27.6%

26.9%

23.0%

23.0%

20.8%

18.7%

15.5%

14.7%

14.3%

14.1%

11.6%

10.4%

8.9%

8.6%

7.1%

5.4%

5.3%

3.4%

1.7%
0.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

山、川、海の水循環による良質な水資源の確保

廃棄物の不適正処理、不法投棄に対する、監視・指導体制の強化

再生可能エネルギーの導入と利用の推進

大気・水質・騒音などの公害防止対策の推進

廃棄物の発生抑制や再利用、リサイクルの取組促進

世界自然遺産白神山地など優れた自然環境の保全と活用

省エネ・再エネ設備導入などに対する各種支援

里地里山を次世代に引き継ぐ取組

子どもから大人まで環境について学ぶ機会の提供・充実

ダイオキシン類などの有害化学物質対策

身近な緑や水辺の保全や復元、ふれあい空間の創造

歴史的・文化的遺産の保護と活用

歴史的景観の保全や自然との調和のとれた町並みの形成

希少動植物の保護など野生生物の種の多様性の保全

省エネ行動など脱炭素型のライフスタイルづくりの推進

環境問題や地域における環境活動に関する情報提供など広報の充実

県民や事業者が参加し環境配慮に取り組む仕組みづくりの促進

環境放射線などの環境モニタリングの実施・公表

環境ＮＰＯなど民間団体の支援や各主体間のネットワークづくり

環境保全活動に取り組む県民・企業などの事例紹介・表彰制度

その他

１ 次期青森県環境計画策定に係る「環境に関する県民アンケート調査」
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⑥ 自然との共生、脱炭素・循環型社会の形成に向けて県が取り組むべき内容

資料編

（５）調査結果概要

N=873

図６ 県が、自然との共生、脱炭素・循環型社会の形成に向けて取り組むべき内容（５つまでの複数回答）

県が取り組むべき内容として、「良質な水資源の確保」、「廃棄物の不法投棄等への監視・指導体制強化」、「再生可能エネルギー
導入推進」が重要であると考えています。（過去３回の調査でも上位３項目変化なし）



２ 次期青森県環境計画策定に係る「環境に関する事業者アンケート調査」
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（１）実施目的

次期青森県環境計画の策定にあたっての基礎調査の一環として、

県内事業者の環境に対する評価や関心、環境問題に対する考え方

や環境配慮のための取組状況などを把握することによって本県の

環境保全における課題や施策の方向性を明らかにし、新たに策定

する計画に反映させるため、県民を対象とするアンケートを実施

しました。

資料編

（２）実施方法

① 調査地域 県全域

② 調査対象 県内で事業活動を行っている事業者520事業者

③ 調査方法 郵送法（配付、回収ともに郵送による）

④ 調査期間 2022(令和４)年７～８月

（３）調査内容

① 環境問題に取り組むための部署又は担当者の設置状況

② 環境への取組と企業活動の在り方についての考え方

③ 環境に関する情報に対する関心度や入手方法

④ 地域の環境保全活動のための活動

⑤ 事業活動の中で実践している環境配慮のための取組状況と

取組の重要度

⑥ 自然との共生、脱炭素・循環型社会の形成に向けての取組む

べき内容

⑦ 環境問題に関するご意見

（４）アンケートの回収結果

① 回収状況

標本数 総回収数
無効

(白紙回答)
有効
回答数

有効回答数

520 286 1 285 54.81％

② 回答者属性

製造業 建設業 運輸業 卸売業
サービ
ス業

小売業
医療・
福祉

72
(25.3％)

60
(21.1％)

28
(9.8％)

29人
(10.2％)

30
(10.5％)

22人
(7.7％)

4
(1.4％)

【居住地域】

東青
地域

中南
地域

三八
地域

西北
地域

上北
地域

下北
地域

無回答

85
(29.8％)

38
(13.3％)

80人
(28.1％)

14人
(4.9％)

49人
(17.2％)

12人
(4.2％)

7人
(2.5％)

【業種】

情報通信業
教育・学習
支援業

宿泊業・飲食
サービス業

その他 無回答

8
(2.8％)

1
(0.4％)

7
(2.5％)

22
(7.7％)

2
(0.7％)



8.1%

4.2%

33.7%

53.0%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

専任の部署を設置

専任の部署ではなく、担当者を配置

兼任の担当者を配置

担当者は配置していない

無回答

２ 次期青森県環境計画策定に係る「環境に関する事業者アンケート調査」
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① 環境の担当部署又は担当者の設置状況

資料編

約４割の事業所に「専任又は兼任の担当者が配置」されています。
なお、従業員数別に見ると、従業員数が多いほど「専任又は兼任の担当者の配置」の割合が高くなっています。（図１－２）

（５）調査結果概要

N=285

図１－１ 環境の担当部署又は担当者の設置状況

4.8

6.4

12.8

13.8

2.6

3.4

23.8

33.9

41.0

51.7

71.4

51.4

43.6

31.0

1.5

1.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

50人未満

50人以上、100人以下

101人以上、300人以下

301人以上

専任の部署を設置 専任の部署ではなく、担当者を配置 兼任の担当者を配置 担当者は配置していない 無回答

図１－２ 環境の担当部署又は担当者の設置状況（事業所規模別割合）

N=278
※従業員数
無回答を

除く
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② 環境への取組と企業活動の在り方についての考え方

資料編

約７割の事業者が、環境への取組と企業活動の在り方について「企業の社会的責任の一つである」と考えています。
（過去３回の調査いずれも約7割程度、前々回：71.9％、前回73.0％）

（５）調査結果概要

N=285

図２ 環境への取組と企業活動の在り方に対する考え方

72.6%

11.9%

6.0%

4.2%

2.8%

1.8%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

企業の社会的責任（社会貢献を含む）の一つである

法規制などをクリアするレベルでよい

事業継続性に係るビジネスリスクの低減につながる

ビジネスチャンスである

今後の業績を左右する重要な戦略の一つとして取り組んでいる

環境への取組と企業活動は関連がないと考えている

無回答



43.5 

44.6 

35.1 

30.5 

27.4 

16.8 

22.8 

14.7 

15.1 

11.2 

7.4 

50.2 

47.0 

55.1 

58.9 

60.4 

64.9 

57.9 

58.6 

54.4 

50.5 

47.4 

5.3 

8.1 

8.8 

9.5 

11.2 

17.5 

18.2 

23.5 

28.4 

34.4 

40.7 

0.7 

0.4 

0.4 

0.7 

0.7 

0.7 

0.7 

2.5 

2.1 

3.2 

4.6 

0.4 

0.0 

0.7 

0.4 

0.4 

0.0 

0.4 

0.7 

0.0 

0.7 

0.0 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

環境問題（地球温暖化、水・大気汚染、廃棄物の不法投棄）が生活…

省エネルギー・再生可能エネルギー設備導入などに対する各種支援…

事業活動が環境に及ぼす影響に関する情報

水や空気のきれいさなど地域の…

地球温暖化や酸性雨など地球環境問題の要因や現状に関する情報

普段の生活の中で環境に配慮した取組を…

環境にやさしい商品や環境に配慮した取組を…

開発計画に関する情報

地域の環境保全活動に関する情報（どのような団体がどのような活…

環境関連の本や映像資料などの情報

講演会や自然とふれあえる施設・イベントなどの情報

非常に関心がある ある程度関心がある あまり関心がない 全く関心がない 無回答

環境問題（地球温暖化、水・大気汚染、廃棄物の不法投棄等）が
生活に及ぼす影響に関する情報

省エネルギー・再生可能エネルギー設備導入などに対する
各種支援制度の情報

水や空気のきれいさなど地域の環境の現状に関する情報

普段の生活の中で環境に配慮した取組を行うための方法に関する
各種支援制度の情報

環境にやさしい商品や環境に配慮した取組を行う店舗や
事業所などの情報

地域の環境保全活動に関する情報
（どのような団体がどのような活動をしているかなど）

２ 次期青森県環境計画策定に係る「環境に関する事業者アンケート調査」
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③－１ 環境に関する情報についての関心度

資料編

環境に関する情報で関心が高いのは「環境問題が生活に及ぼす影響」と「省エネ・再エネ設備導入に対する各種支援制度」でいずれも
９割を超えています。
特に「省エネ・再エネ設備導入に対する各種支援制度」については前回調査時より関心が高まっています。（前回：６位→２位）

（５）調査結果概要

N=285

図３－１ 環境に関する情報についての関心度
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③－２ 環境に関する情報についての入手方法

資料編

環境に関する情報の入手方法は、「新聞・雑誌」が多くなっています。
（過去３回の調査でも上位３項目変化なし）

（５）調査結果概要

N=285

図３－２ 環境に関する情報の入手方法（３つまでの複数回答）

55.1%

53.3%

50.5%

33.7%

26.7%

14.0%

13.0%

4.2%

3.2%

1.4%

4.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

新聞・雑誌（紙媒体のみ）

同業他社・業界全体

県や自治体が配布している広報紙、パンフレットなどの紙媒体

ラジオ・テレビ

ホームページ（電子版の新聞、ニュースサイトを含む。）、メー…

環境団体が配布しているパンフレットなどの紙媒体

セミナー、講演会など

ツイッター、フェイスブック、ユーチューブなどのソーシャル・…

その他

フリーペーパー、フリーマガジン

特に情報を得ていない

ホームページ（電子版の新聞、ニュースサイトを含む。）、
メールマガジン

ツイッター、フェイスブック、ユーチューブなどの
ソーシャル・ネットワーキング・サービス



67.4

56.5

47.7

22.1

13.7

11.6

10.2

7.0

5.3

0.7

2.8

1.4

2.8

3.5

6.0

12.3

4.6

3.5

4.2

28.1

40.7

46.3

72.3

76.5

74.0

82.8

86.7

88.1

1.8

1.4

3.2

2.1

3.9

2.1

2.5

2.8

2.5

99.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

アルミ缶、ペットボトル、古紙などの地域のリサイクル活動

地域や河川敷などの美化・清掃活動

郷土の祭りなどの地域活動

植樹、間伐、下草刈りなどの森林保全活動

自然環境の保全活動(森林保全活動を除く)

環境保全活動を担う人財の育成

自社の環境保全の取組を活用した環境教育・学習機会の提供

文化財の保護や保存活動

伝統的な町並みなどの景観の保全

その他

実施している 今後取り組む予定 実施していない 無回答

２ 次期青森県環境計画策定に係る「環境に関する事業者アンケート調査」
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④ 地域の環境保全のための活動

資料編

半数以上の事業所が、地域における「リサイクル活動」や「美化・清掃活動」に取り組んでいます。
（過去３回の調査でも上位３項目変化なし）

（５）調査結果概要

N=285

図４ 地域の環境保全のための活動



87.7

87.4

82.5

81.1

76.5

76.1

74.0

54.4

48.1

46.0

41.8

41.4

30.2

30.2

29.1

17.5

9.1

7.0

10.9

11.2

16.1

19.3

18.9

33.3

41.1

22.8

34.4

42.1

38.6

41.1

25.3

23.9

2.8

5.6

5.6

7.7

7.0

4.2

6.7

11.9

10.2

30.9

22.8

16.1

30.9

27.7

44.6

57.5

0.4

1.1

0.4

0.4

0.4

0.4

0.7
0.4

1.1

0.4

0.4

1.1

1.1

1.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

こまめな消灯など照明の適正な管理

廃棄物の分別回収によるリサイクル推進

グリーン購入推進

紙ごみの分別回収による古紙リサイクル推進

資料や文書の簡素化などによる紙の使用量削減

OA機器・電気製品の適正利用推進

冷暖房温度の適正な調節など空調の適正管理

エコドライブ推進

省エネ効果の高い機器・設備の導入推進

事務機器などの中古品やリース・レンタル品利用などのリユース推進

自動水栓やトイレの消音装置の設置などによる節水

低燃費、低公害の自動車の積極的導入

使い捨て製品の使用や購入の抑制など事業所のごみの減量化

従業員の環境教育

環境マネジメントシステム導入

廃食用油のバイオ燃料化、廃油ボイラーの活用などのリサイクル推進

取り組んでいる 今後取り組む予定 取り組む予定はない 無回答

２ 次期青森県環境計画策定に係る「環境に関する事業者アンケート調査」
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⑤ 事業活動の中で実践している環境配慮のための取組状況

資料編

８割以上の事業所が、「照明の適正管理」、「リサイクル推進」、「グリーン購入推進」に取り組んでいます。
なお、今後取り組む予定として多かったのは、「低燃費、低公害の自動車の積極的導入」、「従業員の環境教育」となっています。

（５）調査結果概要

N=285

図５ 環境配慮のための取組状況
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⑥ 自然との共生、脱炭素・循環型社会の形成に向けて県が取り組むべき内容

資料編

県が取り組むべき内容として、「良質な水資源の確保」、「省エネ・再エネ設備導入などに対する各種支援」、「３Ｒ促進」が重要
であると考えています。なお、「省エネ・再エネ設備導入などに対する各種支援」については、過去３回の調査で初めて５割を超え
ました。（前々回：37.2％、前回：35.5％、今回：54.7％）

（５）調査結果概要

N=285

図６ 県が自然との共生、脱炭素・循環型社会の形成に向けての取組について（５つまでの複数回答）

55.8%

54.7%

45.6%

45.3%

36.1%

29.8%

28.8%

22.8%

19.3%

16.1%

14.4%

14.0%

12.6%

12.6%

12.3%

12.3%

10.9%

7.4%

5.3%

2.5%
0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

山、川、海の水循環による良質な水資源の確保

省エネ・再エネ設備導入などに対する各種支援

廃棄物の発生抑制や再利用、リサイクルの取組促進

再生可能エネルギーの導入と利用の推進

廃棄物の不適正処理、不法投棄に対する、監視・指導体制の強化

大気・水質・騒音などの公害防止対策の推進

世界自然遺産白神山地など優れた自然環境の保全と活用

里地里山を次世代に引き継ぐ取組

身近な緑や水辺の保全や復元、ふれあい空間の創造

歴史的景観の保全や自然との調和のとれた町並みの形成

歴史的・文化的遺産の保護と活用

子どもから大人まで環境について学ぶ機会の提供・充実

希少動植物の保護など野生生物の種の多様性の保全

県民や事業者が参加し環境配慮に取り組む仕組みづくりの促進

ダイオキシン類などの有害化学物質対策

省エネ行動など脱炭素型のライフスタイルづくりの推進

環境問題や地域における環境活動に関する情報提供など広報の充実

環境保全活動に取り組む県民・企業などの事例紹介・表彰制度

環境放射線などの環境モニタリングの実施・公表

環境ＮＰＯなど民間団体の支援や各主体間のネットワークづくり

その他
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資料編

（１）点検結果

・ 水環境、大気環境、地盤・土壌環境、化学物質などの生活環

境に関わる目標設定指標の多くで目標を達成しました。

・ 一方で、循環型社会づくりや脱炭素社会づくりなどの取組に

おいて、目標設定指標の達成率が80％未満のものや計画策定時

の実績よりも悪化しているものが見られました。

・ また、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により、講座や

施設利用者数などの普及啓発の取組において目標設定指標の目

標未達成のものが見られました。

（２）有識者による評価・意見

・ 県内においても、災害の激甚化及び頻発化といった気候変動

の影響が顕著になってきていることを踏まえて、次期青森県環

境計画を策定する必要があります。

・ 再生可能エネルギーの導入は、自然との共生のバランスをと

りながら施策を進める必要があります。

・ 県から市町村や民間回収事業者に回収対象の増やリサイクル

率の向上などを具体的に働きかけていくことで、プラスチック

ごみを含めたごみの排出量やリサイクル率の改善につなげてい

くことが求められます。

・ 環境教育において、体験型の取組を推進する必要があります。

また、これを実施するうえで、幅広い年代の環境人財の育成も

求められます。

・ 目標値・期待値と実績値との間に差がある場合には、実態に

関する基礎データを収集するとともに、差が生じている原因や

目標達成のための課題を的確に把握した上で、必要に応じて新

たな取り組みを具体的に検討・実施するようにしながら、目標

達成に向けて着実に取り組んでいただきたいと思います。

・ 計画策定後、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による生

活様式の変化や環境分野における国の政策・制度に大きな動き

があり、本計画に基づく取組についても、必要に応じて再検討

していくとともに、次期計画に向けて、目標値と実績値が乖離

しているものについては、目標値自体の再設定についても検討

が必要と思われ、具体的には、施設利用者数など、人に着目し

た指標については、人口減少の状況等も踏まえ、母数を勘案し

た指標にするなどの検討が必要です。
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資料編

年月日 内容

令和４年７～８月 次期青森県環境計画策定に係る県民等意識調査

令和４年５～７月 第６次青森県環境計画に係る取組状況等の点検

令和５年８月 第１回次期青森県環境計画策定検討に係る有識者会議（第６次青森県環境計画の点検・評価等）

令和５年10月 第１回次期青森県環境計画策定庁内連絡会議（骨子案）

令和５年10月 第２回次期青森県環境計画策定検討に係る有識者会議（骨子案）

令和５年11月 第２回次期青森県環境計画策定庁内連絡会議（進行管理及び指標）

令和５年11月 第３回次期青森県環境計画策定庁内連絡会議（素案）

令和５年11月 第３回次期青森県環境計画策定検討に係る有識者会議（素案）

令和５年12月～令和６年１月 （仮称）青森県環境総合プラン素案についてパブリック・コメント、市町村意見照会実施

令和５年12月 第43回青森県環境審議会（（仮称）青森県環境総合プラン素案の報告）

令和６年２月 第44回青森県環境審議会（青森県環境総合プラン案の諮問・答申）

令和６年３月 青森県環境総合プラン策定



５ 青森県環境審議会委員名簿
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資料編

氏名 職業又は団体等における役職

１ 阿 部 敏 之 弘前大学大学院理工学研究科 教授

２ 鮎 川 恵 理 八戸工業大学工学部工学科 准教授

３ 猪 股 克 彦 白神山地ビジターセンター 解説員

４ 梅 田 浩 司 弘前大学大学院理工学研究科 教授

５ 大 坂 美 保 青森県交通安全母の会連合会 会長

６ 大 津 千鶴子 一般社団法人青森県建築士会 会員

７ 大 宮 千恵子 青森県漁協女性組織協議会 理事

８ 葛 西 惠 子 青森県旅館ホテル生活衛生同業組合 女性部長

９ 加 藤 千 尋 弘前大学農学生命科学部 准教授

10 鎌 田 亮 北里大学獣医学部 准教授

11 川 本 清 八戸工業大学基礎教育研究センター 教授

12 木 立 由 美 青森大学薬学部 准教授

13 佐 藤 岳 広 公募

14 沢 田 襛 青森県公衆浴場業生活衛生同業組合 理事長

15 下 田 肇 公益社団法人青森県医師会 副会長

16 鈴 木 育 子 一般社団法人青森県ユネスコ協会 理事
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17 鈴 木 拓 也 八戸工業大学工学部工学科 教授

18 関 下 斉 日本野鳥の会青森県支部 支部長

19 田 中 正 子 青森商工会議所女性会 会長

20 田 中 美智子 特定非営利活動法人青森県消費者協会 理事

21 玉 熊 恭 子 特定非営利活動法人青森県樹木医会 会員

22 千 葉 敦 子 青森県立保健大学健康科学部 准教授

23 千 葉 努 青森県立三沢高等学校 校長

24 長 南 幸 安 弘前大学教育学部 教授

25 豊 田 重 男 一般社団法人青森県猟友会 会長

26 中 堀 一 弥 公募

27 西 舘 留利子 十和田八甲田地区パークボランティア連絡会 会員

28 長谷河 亜希子 弘前大学人文社会科学部 准教授

29 福 田 千 尋 青森県森林組合連合会 総務課長

30 松 山 信 彦 弘前大学農学生命科学部 教授

31 山 谷 詠 子 青森県食生活改善推進員連絡協議会 会長

※会長：川本清委員 副会長：松山信彦委員
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氏名 職業又は団体等における役職 備考

１ 鮎川 恵理 八戸工業大学工学部工学科 准教授 議長職務代理者

２ 加藤 千尋 弘前大学農学生命科学部 准教授

３ 佐々木 秀智 循環型社会創造ネットワーク 事務局長

４ 関下 斉 日本野鳥の会青森県支部 支部長

５ 田中 桂子 有限会社ローズリー資源 代表取締役

６ 千田 雅美 環境教育専門員

７ 松山 信彦 弘前大学農学生命科学部 教授 議長

６ 次期青森県環境計画策定検討に係る有識者会議

（設置）
第１ 青森県環境の保全及び創造に関する基本条例（平成８年12月青森県条例
第43号）第10 条の規定に基づく青森県環境計画について、取組状況等の評価
及び次期青森県環境計画の策定に係る検討を行うため、学識経験者等を委員と
する次期青森県環境計画策定検討に係る有識者会議（以下「有識者会議」とい
う。）を設置する。

（所掌事務）
第２ 有識者会議の所掌事務は、下記のとおりとする。
（１）青森県環境計画に掲げる政策・施策の取組状況及び環境指標の評価に関す

ること。
（２）次期青森県環境計画案の検討に関すること。

（組織）
第３ 有識者会議は、委員７人以内をもって構成する。
２ 委員は、学識経験者等から環境生活部長が委嘱する。
３ 委員の任期は、委嘱の日から令和６年３月31 日までとする。ただし、補欠
の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（議長等）
第４ 有識者会議に議長を置き、委員の互選によりこれを定める。
２ 議長は、有識者会議を代表し、会務を総理する。
３ 議長に事故あるときは、あらかじめ議長の指名する委員が、その職務を代理
する。

（会議）
第５ 有識者会議の会議は、環境生活部長が招集する。
２ 議長は、必要と認める者に対して、有識者会議への出席を求め、その説明又
は意見を求めることができる。

（１）設置要綱

（庶務）
第６ 有識者会議の庶務は、環境生活部環境政策課において処理する。

（その他）
第７ この要綱に定めるもののほか、有識者会議の運営に関し必要な事項は、環
境生活部長が別に定める。

附 則
１ この要綱は、令和５年６月２２日から施行する。

（２）委員名簿
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部局等 課名

総務部 財政課

企画政策部 企画調整課

環境生活部 県民生活文化課

健康福祉部 健康福祉政策課

商工労働部 商工政策課

農林水産部 農林水産政策課

県土整備部 監理課

危機管理局 防災危機管理課

観光国際戦略局 観光企画課

エネルギー総合対策局 エネルギー開発振興課

国スポ・障スポ局 総務企画課

教育庁 教育政策課

警察本部 総務室総務事務推進課

７ 次期青森県環境計画策定庁内連絡会議設置要綱

別表（要綱第３条関係）（目的）
第１ 青森県環境の保全及び創造に関する基本条例（平成８年12月青森県条例
第43号）第10条の規定に基づき次期青森県環境計画を策定するに当たり、計
画案の検討等を行うため、次期青森県環境計画策定庁内連絡会議（以下「連絡
会議」という。）を設置する。

（所管事項）
第２ 連絡会議の所管事項は、次のとおりとする。
（１）次期青森県環境計画案の検討
（２）その他次期青森県環境計画案の策定に必要となる事項の検討

（構成員）
第３ 連絡会議は、別表に掲げる課（以下「関係課」という。）の長が指名する
関係課所属職員により構成する。

２ 連絡会議の議長は、環境生活部環境政策課長を持って充てる。
３ 議長は、必要に応じて、第１項による構成員以外の者を連絡会議の会議に出
席させ、意見を聴くことができる。

（会議）
第４ 連絡会議の会議は、環境生活部環境政策課長が招集する。

（庶務）
第５ 連絡会議の庶務は、環境生活部環境政策課において処理する。

（その他）
第６ この要綱に定めるもののほか、連絡会議の運営に関し必要な事項は環境生
活部環境政策課長が別に定める。

附則
この要綱は、令和５年６月２２日から施行する。


